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増加域に関しては、δ=0 から δ=0.5332296 に至る範囲に於

いて、断面係数の実効値の増加が見られることを確認出

来た。且つ亦、その最大値を獲得出来る時の削り量は、

δ=0.2184049 であるを知った。この時の断面係数の最大数

値 Zmaxの数値は 0.3118430(1/1)であり、無削り正五角形の

時の Z0=0.2816090 に比べて、10.73621%の増加にもなる。

加えて、当点は凸関数である二つの曲線が丁度公差する

点であり、上縁と下縁が同時に臨界となる箇所である。

従って、本断面の上下縁の削りは大層有利な結果を獲得

していると言える。本加工法を正しく選んで行うならば、

コンクリ－トの増し打ちとは異なって自重を低減させて

有利に工作の上に、曲げ強度が高まるのであるから、積

極的に行って良い手段である。但し、反対に他の断面の

諸係数は挙って減少するから、詳細に検討した上で、本

加工法を採用しなければならない。良質な建造物を得る

為には、周到な構造計算が必要とされる所以である。

10.) 参究.[元々の断面の削り、或いは面取りに就いて].
日本料理に於いては、大根や芋を大振りに輪切りにし

たものに、丁寧に「面取り」を施す。角部分の煮崩れを

防ぐ為である。日本建築に於いても、柱断面の「面取り」

が特徴的に施されている。そして、著者の多数の断面研

究で判った如くに、ある種の条件で、面取りは確かに曲

げ強度を上昇させる。軽量構造に多用される「軽め孔」

の様に、強度・剛性の低下が少ない箇所を選んで型抜き

をして軽量化を目論むのとは明らかに違う。まして、

コンクリート断面の増し打ちの如くに、荷重が増大して

しまうのとは反対に、軽量化の上に曲げ強度が高まるの

である。些細な現象とは言え、構造設計上からは「真髄」

と言っても良いであろう。その為に、著者は各種の標準

的な幾何学的断面に関して解析を行った。しかも、断面

に虚（ウロ）が内包・並存する場合の、その影響や、対

象断面の対称性との関連に就いても解析を続けて来てい

る。更に、当現象は柱梁に代表される「面取り」の如く

に、精緻に研ぎ澄まされて形成されて来ている和風の木

構造の断面に於いては、希有な強度現象であると思う。

従って、面皮柱や各種の断面形に対しても、虚（ウロ）

が並存する時の当効果への影響に関して検討して来た。

11.) 建築界へ座標問題の提起と本研究に使用の座標系.
本報告に於いて用いた筆者の解析に関わる座標系とは

違うものが、建築の国家試験に一般化しており、且つ建

築教育で採用の向きとは全く異なっていて、逆回りであ

る。けれども、数学・物理学に於いて汎用の座標系とは

同じである。筆者は現状を正して orthodox な ISO 国際座

標系に合致する反時計回りの解析方法により、本報を含

む全ての研究結果を得ている。亦、上下縁の削りのみに

止まる S.P.Timoshenko の材料力学の記述を発展させて、

極座標の採用によって、筆者は左右側面の削り、即ち面

皮柱断面の研究も併せて行った。亦、著者は建築界とは、

倒立逆回り、即ち数学が一般使用の座標系を用いること

によって、撓み曲線式の検定法の開発もして来ている。

これら一連の数学的方法は、コンピュータ偽装に対処す

る検査方法の一つとして有効であると考えている。

12.) 最後に結論として.
本報告は材料を完全弾性体と仮定する均質な等方性の

材料の場合の理論算定を行っている。解析結果として得

られたことは、断面の一部分を適当に少量のみ、削り取

ることによって、曲げ強度が確実に上昇する事実を確認

出来た。この他にも、筆者は多数の断面に関して同様の

研究を行った結果得られた知見として、曲げ部材の断面

形には、凸縁部分を作らない様にするのが良いというこ

とが判った。その良い証拠が、既報の円形断面である。

正円断面は応力の集中が起こり難い断面として周知であ

るけれども、本解析方法に拠って得た結果からも明らか

な如く、既に最適に切り欠き加工を終えて、最適形状に

達している故に、本効果に期待しての、曲げ強度の上昇

率は僅少という訳なのである。これから一般論として、

逆方向の論理で敷衍するならば、尖った凸縁形状の断面

の頂部に削りを施して平坦な形状へ直す時には、曲げ強

度が改善されることが明らかになる。そうして、合理性

に富んだ正五角形断面は、最大断面係数となる時に、上

下の両縁が同時に臨界に達する為に無駄が無くて、削り

により獲得される曲げ強度の上昇率が高いのである。

13.) 謝辞.
本研究報告に於ける算定並びに作成に関して、高周波

熱錬株式会社 飯干福馬氏には多大な協力を賜りました。

ここに記して、深甚なる謝意を表す次第であります。
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幾何学辞典全六巻の内の第Ⅰ巻,槙書店,1971.05.30,岩田至康編集.
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１. はじめに 

 制振構造は，地震時における建物の損傷を制御する

ために中低層建物から超高層建物まで幅広く適用さ

れ，多様なダンパーが提案されている。ダンパーの制

振効果には，周辺架構の特性をはじめ，制振部材の配

置計画や投入量，入力地震動などが知られ，時刻歴応

答解析を通してその性能評価を試みた研究も少なく

ない  例えば  1)，2) 。制振ダンパーは，ブレース型や間柱

型等があり，ブレース型の制振部材による層剛性の増

加分は，容易に推定できる。一方，間柱型の制振部材

による層剛性の増加分を推定することは難しい。  
 本研究は，間柱型鋼材ダンパー (以後，間柱型ダン

パー) の構面内設置位置および周辺架構が，ダンパー

設置による層剛性の増加およびダンパーの制振効果

に与える影響を，簡易的に推定することを目的とする。

本稿では，基本的な検討により検討式の妥当性を示す

ため，立体フレームモデルによる静的解析との比較に

より検討する。ダンパーの制振効果の評価は，静的な

検討から算出できる層間変形に占める有効なダンパ

ーの変形の割合である実効変形比  3) を用いる。 
 検討式の算出には，和田らにより提案されている十

字モデルによる仮想仕事法の式  4) を参照する。 
2. 十字モデル概要 

 文献 4) と同様に，反曲点は部材中央とする。間柱

型ダンパー設置時には，隣接する柱とダンパー設置位

置の中央に梁の反曲点があるものとする。十字モデル

は，各部材の反曲点位置で部材を区切り作成する。図 

1 に架構の十字モデルの概要を示す。以降，各外力，

変形，および添え字を次のように定義する。  
  Q :せん断力       V :垂直方向の反力 
  H :十字モデル高さ   L :十字モデル幅 
  h :柱の内法高さ     l :梁の内法長さ 
  D :パネルゾーンせい  B :パネル幅 
  E :ヤング係数      G :せん断弾性係数 
  A :断面積         I :断面 2 次モーメント 
  M :モーメント       :水平変位 
  t :部材厚さ        :せん断応力度 
   :回転角         k :剛性 
 

 <右下添え字> 

  C :柱   G :梁   P :シャーパネル    
  B :曲げ  S :せん断 
  Pl :塑性化部   dC :ダンパー取付部材

<左下添え字> 

  d :ダンパー部の十字モデルまたは T 字モデル 
 

 

 
 
3. 十字モデルに倣った間柱型ダンパー付与に伴う層

剛性の増加分と実効変形比の算出 

 間柱型ダンパーとダンパー取付梁より，ダンパー部

の十字モデルおよび T 字モデルを作成する。間柱型ダ

ンパーが上下階で同位置の際には，十字モデルを用い，

上下階で，異なる場合には，T 字モデルを用いる。両

モデルでは，間柱型ダンパーからダンパー取付梁に伝

達する応力が異なるため，一部の算出式を区別して扱

う。ダンパーの塑性化部は，せん断バネとする。梁の

部材長さの和 dl は，式 (1) のように定義し，塑性化部

上下のダンパー取付部材の部材長さの和 dh は，式 (2) 
のように表す。 

  BLl ddd                       (1) 

  Pld Hhh                      (2) 

 ここで，dB : ダンパー取付部材のせい，HPl :塑性化

部の高さである。なお，本稿において，間柱型ダンパ

ーの付与により，隣接する架構の十字モデルの梁の部

材長さが短くなったことによる剛性の増加は，簡易化

のため考慮しない。 

図 1 十字モデル概要  


QC

h/2

h/2

D H

Bl/2 l/2
L

VG VG
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3.1 間柱型ダンパー付与に伴う層剛性の増加分 

 図 2 にスパン中央に間柱型ダンパーを連層配置す

る場合のイメージを示し，図  4 に千鳥配置で間柱型

ダンパーを設置する場合のイメージを示す。図 3，5 
にそれぞれのダンパー部の十字モデルおよび T 字モデ

ル概要を示す。以降では，ダンパー部の両モデルの水

平剛性の算出過程を示す。 
 梁両端の反力 dVG は，式 (3) のように表せる。 

  Pld
d

Gd Q
LX

HV  （十字  : X = 1，T 字  : X = 2） (3) 

 各部材の変形を以下に示す。  
・ダンパー取付部材の曲げ変形による d :ddCB

  

    PldPlPld
dCdC

Pldd

h Pl

dCdC

Pld

h

dCdC
dCBd

HhHHh
IE

Qh

dxHx
IE

Q

dx
IE
MM

d

d

2
12

2
2

2

2

5.0

0

2

5.0

0









 







(4) 

・ダンパー取付部材のせん断変形による d :ddCS 

  

dCdC

dPld

h

dCdC

Pldh

dCdC
dCSd

AG
hQ

dx
AG

Qdx
AG
QQ dd



 
5.0

0

5.0

0
22

   (5) 

・梁の曲げ変形による d :dGB 

  

2

32

5.0

0
2

2

5.0

0

12

2

2

LIXE

lHQ

dxx
LX

H
IE

QX

dx
IE
MMX

dGG

dPld

l

dGG

Pld

l

GG
GBd

d

d



















       (6) 

（十字  : X = 1，T 字  : X = 2） 

・梁のせん断変形による d :dGB 

  

2

2

5.0

0

2

5.0

0

2

2

LAXG

lHQ

dx
L

H
AG

QX

dx
AG
QQX

dGG

dPld

l

dGG

Pld

l

GG
GSd

d

d



















          (7) 

（十字  : X = 1，T 字  : X = 2） 

・シャーパネルのせん断変形による d :dPS 

 柱の曲げモーメントをフランジに集中する偶力と

考え，そこから梁のせん断力を減じ，シャーパネルに

働くせん断力 dQP が式  (8) で求められる。

 
 
 
 

 
 
 

  
 

 

 

 
 

  

  Pld
ddd

ddd

Pld
dd

Pld
G

d

Pld
Pd

Q
lBBX

DBlh

Q
LX

H
BX
hQQ

B

hQ
XQ








2

22
1

2

  (8) 

（十字  : X1 = 2，X2 = 1，T 字  : X1 = 1，X2 = 2） 

 dQP をシャーパネルの断面積 dD × dtP で除し，でシャ

ーパネルのせん断応力度S は，式 (9) で求められる。

   PddPdS tDQ                    (9) 

 幾何学的な条件より，ダンパー取付部材の回転角dC，

梁の回転角G は，式 (10) の関係にあり，dPS は，式 

(11) で表せる。

図 2 上下層の同位置に間柱型ダンパー付与する

場合のイメージ（スパン中央配置）

図 3 ダンパー部の十字モデル概要  
（スパン中央配置の  1 ユニット）  

：1 ユニット

塑性化部 

図 4 上下層の同位置に間柱型ダンパー付与しな

い場合のイメージ（千鳥配置）  

図 5 ダンパー部の T 字モデル概要  
（千鳥配置の  1 ユニット）  

：1 ユニット

塑性化部 

dVG
dVG

dl/2 dl/2dB

dL

dD dH

dh/2

dh/2

d
dQPl

 HPl 

dB
dl/2  dl/2

dL

dD

dH
dh/2

dh/2

d
dQPl

HPl 

dD

dQPl d

dH

dVGdVG

dVGdVG
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  GddCd lB                     (10) 

  GddCPSd DXh   （十字  : X = 1，T 字  : X = 2）(11) 

 dC，G の和をS とし，式  (12) に示す。式  (10) ~ (12)
より，式  (13) が得られる。

  GdCS                     (12)

  S
dd

ddd
PSd lBX

DBXlh





 （十字  :X = 1，T 字  :X = 2）(13) 

 ここで，S とS は，式 (14) の関係にあるため，dPS

は，式 (15) のように表せる。 

  SSS G                     (14) 

    
  SddS

Pld

dd

dddddd

SdS

Pd

dd

ddd
PSd

tDBG
Q

lBX
DBlhDBXlh

DtG
Q

lB
DBXlh

2









(15) 

（十字  : X = 1，T 字  : X = 2） 
・塑性化部のせん断変形による d :dPl 

  PlPldPld kQ                  (16) 

 以上より，十字モデルおよび T 字モデルの水平変位

dは，式 (17) で求める。 

  PldPSdGSdGBddCSddCBdd       (17) 

 間柱型ダンパーを設置することによる層剛性の増

加分KD を式 (18) に示す。 

   dPldD QK                   (18) 

3.3 実効変形比の算出 

 ダンパー設置位置における上下端の節点の変位差

dを層間変形とすると十字モデルおよび T 字モデル

による実効変形比 Ce は式 (19) で表せる。 

   PldeC                     (19) 

4. 静的解析による検証 

 本章では，ダンパー部の十字モデルにより算出した

付加層剛性および実効変形比の式の妥当性を確認す

る。立体フレームモデルにおける静的解析による結果

と比較することで検証する。静的解析に用いる外力は，

Ai 分布に基づくものとする。 
4.1 検討対象建物概要 

 本報では，地上 5 階，建物高さ 4.5 + 4.2 × 4 = 21.3 m，

長辺 (X) 方向 6.4 × 8 + 7.2 × 2 = 65.6 m，短辺 (Y) 方向 
11.75 × 2 + 7.2 = 30.7 m の鋼構造建物  5) を検討の対象

とする。図 6，7 に，基準階伏図とダンパー設置構面

の軸組図を示す。基準とする柱梁の部材断面を表  1 
に示す。検討方向は X 方向で，主架構のみの 1 次固

有周期 fT1 = 1.23 s である。主架構は弾性で，各階に剛

床を仮定する。 
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4.2 間柱型ダンパー概要 

 間柱型ダンパーは，図 7 に示すように，Y1，Y4 通
りの X5 ~ X7 通りに 2 基ずつ配置する。せん断パネ

ルには LY225 材を用い，復元力特性は完全弾塑性型と

する。第 1 層のダンパーの降伏せん断力 dQy1 は， 

  WQ ydyd  11                    (30) 

により算出する。ここに，dy1 : 第 1 層のダンパーの

降伏せん断力係数，W : 建物の総重量である。以降，sy1

をダンパー量と呼び，dy1 = 0.01，0.03，0.07 を対象に

検討を行う。ダンパーの降伏せん断変位は  1.02 mm 
と

  

Q


1.02 mm

sy1 = 0.01
sy1 = 0.03

sy1 = 0.07

 

した。図  8 に各ダンパー量におけるせん断パネルの

復元力特性を，表  3 に初期剛性およびダンパー取付

部材の断面を示す。ダンパー取付部材は，せん断パネ

ル降伏時に降伏しない断面とする。

4.3 検討結果 

 以降の検討結果は，中間層である第  3 層の値とす

る。一例として，図 9 に sy1 = 0.03 において，ダン

パー取付部材の断面 2 次モーメント IdC を倍させた

s y 1 初期剛性 [kN/mm] 取付部材

0.01 180.5 H-600×200×9×12
0.03 541.5 H-600×250×12×28
0.07 1263.5 H-750×350×16×32

図 7 Y1, Y4 通り軸組図 

図 6 基準階伏図  

表 1 梁の部材断面  
符号 階 部材断面

SG1 2～R H-600×250×12×22
SG2 2～R H-600×200×11×17
SG11 2～R H-800×300×13×26
SG12 2～R H-800×300×16×28

SN490B種類

表 2 柱の部材断面  
符号 階 部材断面

5 □-450×450×16
3～4 □-450×450×19
1～2 □-450×450×22
4～5 □-450×450×16
1～3 □-450×450×19

BCR295種類

SC1

SC2

図 8 せん断パネルの

復元力特性 

表 3 せん断パネルの初期剛性

および取付部材断面
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際のダンパー部の十字モデルおよび T 字モデルによる

各変形の割合を示す。静的解析による検討は，図 9 よ
り十字モデルにおいて割合の大きい ddCB，dGB に着目

し，IdC，IG をパラメータとする。 
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 図 10(a)は IdC のみを 1.0 ~ 2.0 倍に変化させた場合

の実効変形比 ce (式(19))の変化を，図  10(b)は IG のみ

を 1.0 ~ 2.0 倍に変化させた場合の結果を示している。

なお，図中には本手法の精度検証のため静的解析によ

る実効変形比e を併記している。図  10(a)，(b)より，

本手法は静的解析と概ね同様の値を示すことが確認

できる。若干精度の劣る部分は，本手法で仮定した反

曲点位置と静的解析の反曲点位置に差が生じること

と，ダンパーの負担せん断力増加に伴い，全体曲げを

大きくすることが影響していると考えられる。

 図 11(a)は IdC のみを 1.0 ~ 2.0 倍に変化させた場合

の層剛性の増加分KD (式(18))の変化を，図  11(b)は IG

のみを 1.0 ~ 2.0 倍に変化させた場合の結果を示して

いる。なお，図中には本手法の精度検証のため静的解

析による層剛性の増加分を併記している。図  10(a)，
(b)より，KD に関しても ce と同様に，静的解析と概

ね同様の値を示すことが確認できる。これに関しても，

ce と同様の理由と考えられる。

 検討結果から，提案した手法により，図  9 に示す

ような検討を行い，ダンパー周辺部材の断面検討を行

うことのできる可能性を示した。  
5. まとめ 

 中低層建物に間柱型せん断パネルダンパーを設置

する際の実効変形比および剛性増加を簡易的に推定

する方法を提案し，立体フレームモデルの静的解析に

より，その妥当性を検証した。  
(1)  ダンパー部の十字モデルにより算出した実効変形

比および剛性増加と立体モデルの静的解析結果が

同様の傾向を示すことを確認した。  
(2) 提案式により，簡易的にダンパー周辺部材の断面検

討を行うことのできる可能性を示した。  
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図 9 ダンパー取付部材の断面  2 次モーメントとダンパー部

の十字モデルおよび T 字モデルの水平変形成分の関係

(a) スパン中央配置（十字） (b) 千鳥配置（T 字） 

解析値十字モデル

黒：スパン中央配置

解析値十字モデル

灰：千鳥配置
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図 10(b) IG と実効変形比の関係 

図 10(a) IdC と実効変形比の関係 
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図 11(b) IG と層剛性増加分の関係 

図 11(a) IdC と層剛性増加分の関係 
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